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1. はじめに 

次世代電池とは、リチウムイオン電池に代わる

新しい電池のことである。リチウムイオン電池は、

1985 年に旭化成の吉野彰氏が基本特許を取得し、

1991 年に SONY が量産化に成功した二次電池で

ある（吉野氏はこの功績が評価され、2019 年にノ

ーベル化学賞を受賞した)。エネルギー密度が高く、

電気自動車やスマートフォン、タブレット端末な

どのバッテリーとして利活用され、モビリティー

社会の原動力となった電池である。 
しかし、その一方でリチウムイオン電池には、

原材料となる資源の地理的偏在性と、それに伴う

地政学的課題、発熱・発火・爆発などの安全性の

問題、資源リサイクルの難しさ、などの課題が積

み残されている。また、エネルギー容量やエネル

ギー出力を更に高めるには、リチウムに代わる新

材料から電池を開発し直す必要がある。これには

配合可能な電池材料が複数存在し、かつ配合バラ

ンスにより電池特性が、大きく変化してしまうと

いう開発上の難しさが伴う。このため大学や国な

どの研究機関に協力を仰ぎながら、優れた性能を

持つと同時に、応用用途に合致した次世代電池の

開発が、国内外のメーカー間で競争的に取り組ま

れている状況にある。 
そこで本稿では、2024 年現時点における次世代

電池の開発動向を把握すると共に、研究開発マネ

ジメントのあり方について、本年 7 月に実施した

アンケート調査に基づき、考察するものである。 
 
2. 先行研究のレビューと本稿の論点 

 先端科学領域の研究開発マネジメントにおい

ては、技術的不確実性をどのようにマネジメント

するかが常に課題となる［1］。これはイノベーシ

ョンの先に生じる動態的な均衡を目指す場合に、

短期的には機会損失と向き合い、応分のリスク負

担を迫られる為である［2］。このとき競争優位性

を獲得する最も強力な決定要因が知識である［3］。
知識は他の経営資源と結び、模倣や代替が困難な

価値を創造するからである［4］。知識は他の経営

資源では得られない、多次元的な優位性の源泉と

しての役割を持つ［5］。この知識の創造性を高め

ることが、不確実性の高い研究開発マネジメント

で、成功確率を高めるための方法論となる［6］。
知識の創造性を高める方法として、心理学では内

発的動機付け・向社会的動機付け・心理的安全性

などが、人的資源論では教育投資などが有効であ

るとされる［7～10］。そこで本稿では、上記にあ

るようないわゆる KBV（Knowledge Based View）

に基づき、次世代電池の研究開発マネジメントに

おいて、有効なマネジメント手法を考察していく。 
 

3. データセットの収集方法と分析方法 

日本国内の電池メーカーおよび電池材料メー

カーを対象として、質問紙郵送方式によるアンケ

ート調査を実施した。調査対象企業は次世代電池

の開発に取り組む企業 120社で、東京証券取引所

プライムに上場されている、従業員数 1,000名以

上の企業もしくはそれに準じる未上場企業であ

る。調査期間は 2024年 7月 8日～同年 7月 19日

までの 2週間とした。アンケートの回答は、研究

開発活動を統括管理する立場にある取締役・執行

役員、研究開発本部長、事業本部長などの役職者

を指名して、直接依頼をした。このうちアンケー

トの回答を得られた企業数は 24 社で、アンケー

ト回収率は 20.0％であった。 

 また、分析方法には分散分析を使用し、データ

を 2 群に分けて考察を行った。独立変数は、次世

代電池において日本の技術開発をリードしてい

る企業群を 2．、そうではない企業群を 1．に設定

した。あらかじめ等分散検定をクリアーした標本

を用い、かつ JZS 法によるベイズ因子が、スコア

3 以上の分析結果を本稿では掲載している。 
 
4. 次世代電池の開発動向 

最初に、現在開発中の次世代電池について尋ね

た。全固体電池（硫化物系）が 59％、全固体電池

（酸化物系）が 32％、リチウム金属電池が 27％、

リチウム空気電池が 9％、全固体電池（フッ化物

系）が5％、その他の次世代電池が36％であった。 
また、開発中の次世代電池の種類について尋ね

たところ、1 種類と回答する企業が 65%を占めて

いた。2 種類以上に注力している企業は 35％であ
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った。半数以上の企業では、開発する次世代電池

自体を絞り込み、その中で材料研究を推進してい

るものと考えられる。 
次に、最も注力している次世代電池について尋

ねたところ、全固体電池（硫化物系）が 47％、そ

の他の次世代電池が 32％、全固体電池（酸化物系）

が 11％、リチウム金属電池が 11％であった。回

答企業の半数弱において、全固体電池（硫化物系）

を開発しており、次世代電池における現在の主流

は、全固体電池（硫化物系）であると考えられる。 
全固体電池（硫化物系）は、次世代自動車のバ

ッテリーとして現在、量産化の確立が急がれてい

るタイプの次世代電池である（トヨタ自動車は全

固体電池を搭載した電気自動車を 2027 年に上市

することを 2024 年春にアナウンスした）。電池メ

ーカー各社は、この上市スケジュールに向けた開

発に注力しているものと考えられる。 
 

 
 
 更に、次世代電池の開発テーマの優先順位につ

いて尋ねたところ、最重要課題の中でトップが、

エネルギー密度で 40％であった、2 番目に重要な

課題の中でトップにあったのがエネルギー容量

で 45％であった。3 番目に重要な課題の中でトッ

プにあったのが電池寿命（充放電サイクル数）で

あった。エネルギー密度やエネルギー容量を上げ

ることは、次世代電池の小型計量化と直結してい

る。また、電池寿命（充放電サイクル数）の向上

は、充放電性能と正相関しており、安全性や信頼

性の向上が、次世代電池の開発テーマになってい

ることと考えられる。 
 

 

5. エンジニアに対する積極的な教育投資 

 それでは次世代電池開発において、日本の技術

開発をリードしている企業群では、そうではない

企業群と比較をして、どのようなマネジメント施

策上の優位性を確立しているのであろうか。ここ

からは具体的に検討を重ねていきたい。 
まず、1 番目に挙げることのできる特徴は、エ

ンジニアに対する教育投資意欲の違いである。次

世代電池で日本の技術開発をリードしている企

業群では、そうではない企業群と比較して、研究

開発トップマネジメントのエンジニアに対する

教育投資の意欲が、顕著に高いことが認められた

（N=23,F=18.006,P<0.001,ベイズ因子=91.169）。 
次世代電池のイノベーションでは、研究開発活

動を推進する上で、技術的な不確実性が常に伴う。

未知の先端科学領域で開発成果を具現化するた

めには、エンジニアへの教育投資を惜しむことな

く行うことは非常に合理的である。ここではその

教育投資が組織能力としてしっかりと体化され、

技術的な競争優位性の源泉となっていることが

ポイントであると考えられる。 

 
 
6. 向社会的動機付けで活躍するエンジニア 

 次にエンジニアの動機付けについて考察を行

う。次世代電池の開発では、未知のサイエンスが

含まれるため、研究開発テーマを推進するには、

エンジニアにとって困難な局面も多くなり易い。

このためエンジニアが熱意を持ち続け、研究開発

テーマに集中して取り組むことができるか否か

が、マネジメントをしていく上で大事になる。そ

こでエンジニアの動機付け（モチベーション）に

ついても調査を行った。 
 次世代電池開発において、日本の技術開発をリ

ードしている企業群では、そうではない企業群と

比較をすると、向社会的動機付けに関する項目で

違いが見られた。「世の中に貢献することに重き

を置く」エンジニアが多いかどうかを尋ねたとこ

ろ、前者においてスコアが、より高くなる傾向が

認められた（N=24,F=8.145,P=0.002,ベイズ因子

=13.670）。 
向社会的動機付けは内発的動機付けと並び、知
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識の創造性を高める心理的因子である。向社会的

動機付けは「有効性」と、内発的動機付けは「新

規性」と、それぞれ関連が強いとされる［11］。次

世代電池の開発では実用化・量産化のフェイズに

入って来ていることから、「有効性」を選好する向

社会的動機付けが、マネジメント上の効果を発揮

しているものと考えられる。 
また、リチウムイオン電池のイノベーションに

より、モビリティー社会が大きく進展したように、

次世代電池の開発を成功すれば、更に新しい社会

的変化も期待することが可能である。エンジニア

の向社会的動機付けが、より促進されるような研

究環境にある、ということも併せて考えられる。 
 

 
 
7. スター・エンジニアによる能力向上効果 

 最後にスター・エンジニアの存在とその影響に

ついて考察を行う。スター人材は、組織の中にご

く僅かに存在する（一般にその存在は、べき乗分

布に従う）、才能に溢れる極めて優秀な人材であ

る。組織内の社会関係資本を活用する能力に長け、

自身が卓越した成果を生み出すだけに留まらず、

その類い稀な能力を活用することにより、周囲の

人たちのスキルや組織の能力を向上させ、そのパ

フォーマンスを引き上げる能力を持つことが知

られている。極めて高い組織的な波及効果を持つ

点が特徴である。このため経済学をはじめ経営学、

社会学、政策科学などの諸領域で 70 年以上に渡

り研究されてきた歴史があるが、知識集約型社会

が急速に進展したここ 20 年あまりで、特に注目

されている人材でもある［12～15］。 
 今回のアンケート調査では、周囲のエンジニア

に能力向上をもたらすようなスター・エンジニア

の存在について、研究開発トップに尋ねたところ、

日本の技術開発をリードしている企業群では、こ

の平均値スコアが 3.77 であったのに対して、比

較対照群の平均値スコアは 2.91 となり、明らか

な差異が認められた（N=24,F=8.646,P=0.008,ベ
イズ因子=5.1379）。 
 このことから未知のサイエンスを含む先端科

学領域においても、スター人材が極めて重要な役

割を果たしている、ということが支持される。ス

ター・エンジニアは、他のエンジニアの能力向上

を引き出しつつも、困難な研究開発テーマを推進

し、日本の技術開発をリードしている企業群に技

術的成果をもたらしているものと考えられる。 
また、この分析結果は、日本の技術開発をリー

ドしている企業群の研究開発トップが、スター・

エンジニアのような才能に溢れる優れた人材を、

社内でしっかりと把握していることの証左でも

ある。スター・エンジニアと研究開発トップの繋

がりや連携も、組織内における社会関係資本の１

つであり、今後のアンケート調査や考察に加える

べき論点であると考えている。 
 

 
 
8. まとめと今後の展望 

 次世代電池の開発は、今後更に加速をしていく

ものと考えられる。元々、日本企業は二次電池の

開発において、世界的に高い技術力を持っていた

が、この 10 年あまりの間は、中国企業の後塵を

拝することも多くなった。そのような厳しいグロ

ーバル競争の下、次世代電池開発の成否は、今後

の電池メーカー各社の趨勢を決定付ける、極めて

重要な開発テーマとして位置付けられている。 
今回行ったアンケート調査結果からは、半数以

上の回答企業が、全固体電池（硫化物系）の開発

に、軸足を置いていることが分かった。このタイ

プの次世代電池は、次世代自動車への搭載が、応

用用途先として考えられている。今後、ビジネス

としての最も期待されており、市場規模も大きい。 
次世代電池の開発課題としては、エネルギー密

度、エネルギー容量、電池寿命の 3 つが、重要視

されていることも明らかになった。これらは今後

の実用化・量産化へ向けた、かなり具体的な開発

課題であると考えられる。 
一方、次世代電池の研究開発マネジメントに視

点を移すと、これらの開発において技術的優位性

を持つ企業群と、その比較対照群となる企業を分

けることにより、幾つかの知見を得ることができ

た。前者の技術的優位性を持つ企業群については、

研究開発トップがエンジニアに対する教育投資
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に積極的であること、またそのエンジニア達は向

社会的動機付けに基づき、研究開発活動に打ち込

んでいること、さらにスター人材の一種であるス

ター・エンジニアが、対照企業群よりも多く活躍

している傾向も明らかになった。なお、この際に

前者の企業群の研究開発トップが、スター・エン

ジニアの存在を、組織的にしっかり認識している

点も、併せて明らかになった。 
以上のことから、未知のサイエンスを含む先端

科学領域の研究開発活動において、教育投資、向

社会的動機付け、スター・エンジニアの活用など

のマネジメント施策は、打ち手として有効であり、

困難を克服しながら、より優れた技術的成果を収

めることができるものと考えられる。 
 なお、今回のアンケート調査では、開発実績の

高い企業による回答にやや偏った印象も受けた。

先端科学領域を含む研究開発マネジメントであ

るため、自信を持って回答する企業が限られた可

能性もある。そのため所謂、生存者バイアスが起

きていることも考えられる。今後行うアンケート

調査においては、更に精度を高める工夫を凝らし

ていきたいと考えている。 
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